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2018 年 8 月 10 日 
 

経済レポート 
 

2018 年 4~6 月期のＧＤＰ（1 次速報）結果 
 

～内需を中心に堅調な伸び～ 
 

調査部 主席研究員 小林真一郎 
 

本日発表された 2018 年 4～6 月期の実質ＧＤＰ成長率は前期比＋0.5％（年率換算＋1.9％）と堅調な伸びとなった。外

需寄与度は小幅マイナスとなったが、内需、中でも民需の伸びが高く、全体を押し上げた。 

個人消費は前期比＋0.7％と大きく増加した。1～3 月期のマイナスに対する反動に加え、好天が続いたことや夏のボー

ナス支給額など足元で所得が増加していることがプラスに寄与したと考えられる。また、野菜価格などの下落によって物価

が押し下げられ、実質値を押し上げた効果もある（個人消費デフレーターは前期比－0.4％と低下）。 

住宅投資は、先行する住宅着工件数が足元で一時的に持ち直しているが、1～3 月期までの落ち込みの影響によって

前期比－2.7％と４四半期連続でマイナスとなった。 

企業部門では、設備投資が前期比＋1.3％と 7 四半期連続で増加した。水準でみても、名目、実質ともに過去最高額ま

で増加している。人手不足に対応するための企業の省力化投資へのニーズが根強いうえ、生産性を高めるための投資、

能力増強などの前向きな投資が活発化している。さらに五輪関連需要や研究開発投資による底上げ効果もあると考えら

れる。一方、在庫投資の前期比寄与度は＋0.0％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期比（％）

1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6

実質ＧＤＰ 0.7 0.5 0.6 0.2 － 0.2 0.5 ---

同 　   (年  率) 2.7 2.1 2.3 0.8 － 0.9 1.9 ---

同　    (前年同期比) 1.5 1.6 2.0 2.0 1.0 1.0 ---

内需寄与度　　　　　 (*) 0.6 0.8 0.0 0.3 － 0.3 0.6 ---

個人消費 0.5 0.8 － 0.7 0.3 － 0.2 0.7 0.4

住宅投資 0.8 1.3 － 1.3 － 3.0 － 2.3 － 2.7 － 0.1

設備投資 0.6 0.5 1.2 0.8 0.5 1.3 0.2

民間在庫　　　　　 (*) 0.1 － 0.1 0.4 0.1 － 0.2 0.0 0.0

政府最終消費 0.3 0.4 0.1 0.1 0.0 0.2 0.0

公共投資 － 0.2 5.4 － 2.9 － 0.6 － 0.4 － 0.1 － 0.0

外需寄与度　　　　　 (*) 0.1 － 0.3 0.6 － 0.1 0.1 － 0.1 ---

輸出 1.9 0.2 2.1 2.1 0.6 0.2 0.0

輸入 1.4 1.9 － 1.5 3.3 0.2 1.0 － 0.2

名目ＧＤＰ 0.2 0.8 0.8 0.3 － 0.4 0.4 ---

同  　  (年  率) 0.8 3.2 3.2 1.1 － 1.5 1.7 ---

同 　   (前年同期比) 0.6 1.2 2.1 2.0 1.5 1.1 ---

－ 0.8 － 0.3 0.1 0.1 0.5 0.1 ---

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

ＧＤＰデフレーター
　　　　　　(前年同期比)

寄与度
2017年 2018年
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政府部門では、医療費などを中心に政府サービスに対する需要は趨勢的に増加しており、政府最終消費支出は前期

比＋0.2％と増加基調にある。公共投資は、2017 年度補正予算による押し上げ効果は軽微であり、同－0.1％と緩やかな

減少基調が続いた。 

このように、内需、中でも民需が堅調に増加して、全体を押し上げた（内需、民需の前期比寄与度はそれぞれ＋0.6％、

＋0.7％）。一方、外需寄与度は－0.1％と小幅ながらマイナスに転じた。輸出は、スマートフォン関連財の低迷、自動車の

伸び悩みなどによって前期比＋0.2％と横ばい圏での動きにとどまったのに対し、輸入は内需の底堅さもあって同＋1.0％

と緩やかな増加基調が続いた。 

名目ＧＤＰ成長率は前期比＋0.4％（年率換算＋1.7％）となり、経済全体の総合的な物価動向を示すＧＤＰデフレータ

ーは前年同期比＋0.1％（前期比では－0.0％）と伸び率が鈍化した。輸入デフレーターの上昇幅の拡大（前年比＋4.9％）

による押し下げ効果に加え、生鮮野菜などを中心に物価の伸び率が鈍化したことが反映された結果と考えられる。 

今回の結果により、1～3 月期のマイナス成長は一時的な動きであり、景気回復が維持されていることが確認されたとい

える。7～9 月期以降も、以下の理由によってプラス成長が続くと予想される。 

第一に、個人消費を取り巻く環境が良好な状態にある。足元で労働需給が一段とタイト化しており、名目賃金の伸び率

も徐々に高まっている。4～6 月の名目雇用者報酬の伸び率は前年比＋4.3％と高い伸び率となり、水準も過去最高額を

更新中である。 

第二に、企業の設備投資が底堅く推移し、景気を下支えすることが期待される。好調な業績を背景に手元キャッシュフ

ローが潤沢なうえ、人手不足を背景に設備投資意欲は強い。また、2018 年度は五輪関連需要の盛り上がりが本格化する

ため、建設投資が底上げに寄与すると期待される。 

一方、景気下振れリスクは引き続き、海外経済および国際政治情勢である。中東や北朝鮮といった地政学リスク、米欧

での政治動向、さらにトランプ政権の保護貿易主義を巡る各国との対立の激化など不透明要因が多く、国際金融市場の

混乱、原油価格急騰、急激な円高の進行などが、国内景気の先行きにとって懸念材料である。 
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